
（保健福祉部）

左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〔保健福祉課〕

1福祉マンパワー確保 417,024 4,022 700 412,302 福祉マンパワーの養成・確保に要する経費

対 策 事 業 費 1 福祉人材センター運営委託事業費 42,156千円

・委 託 先 (福)栃木県社会福祉協議会

2 社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付費補助金 372,089千円

3 介護福祉士等養成施設運営費補助金等 2,229千円

4 外国人介護福祉士候補者就労支援対策費 550千円

・補助対象 外国人介護福祉士候補者受入施設

・補 助 率 定額（国 10/10）

2と ち ぎ 健 康 の 森 553,580 68,000 31,265 454,315 とちぎ健康づくりセンター及びとちぎ生きがいづくりセンターの管理運営に要

運 営 費 する経費

1 指定管理業務委託費 461,828千円

・委託先 (福)とちぎ健康福祉協会

2 設備等整備費 91,752千円

3県社会福祉協議会 126,626 26,022 1,129 99,475 (福)栃木県社会福祉協議会の事業に対する助成

育 成 費 1 地域福祉推進指導費補助金 84,208千円

2 生活福祉資金貸付事業推進費補助金 32,263千円

3 運営適正化委員会設置運営事業費補助金 9,026千円

4 栃木県民福祉のつどい開催費補助金等 1,129千円

4地域福祉総合推進 27,526 667 15,127 11,732 地域福祉の総合的な推進を図るための事業の実施に対する助成等

事 業 費 1 地域福祉等推進特別支援事業費 500千円

2 地域福祉後見促進支援事業費 1,334千円

3 福祉サービス第三者評価推進事業費 19,352千円

・実施主体 (福)栃木県社会福祉協議会

(1)第三者評価推進事業費補助金 13,352千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

(2)第三者評価受審支援補助金 6,000千円

4 地域福祉計画推進事業費 3,290千円

5 いのちの電話相談員養成事業費 3,000千円

6 孤立死防止見守り事業費 50千円

5地域生活定着支援 25,000 25,000 福祉的な支援を必要とする刑務所出所者等の社会復帰を支援する「栃木県地域

事 業 費 生活定着支援センター」の運営に要する経費

6福祉ボランティア 33,190 729 2,537 29,924 福祉活動への住民の主体的な参加を促進するための経費に対する助成等

活 動 推 進 事 業 費 ・実施主体 (福)栃木県社会福祉協議会

1 福祉ボランティア活動推進事業費補助金 31,732千円

2 ボランティア振興事業費補助金 1,458千円

7日常生活自立支援 83,568 41,784 41,784 認知症高齢者等に対する権利侵害を防止し、必要な支援を行うための「とちぎ

事 業 費 権利擁護センター」に対する助成

・実施主体 (福)栃木県社会福祉協議会

・事業内容 認知症高齢者、知的障害者等に対する日常的金銭管理サービ

ス、福祉サービスの利用支援等

8ひとにやさしいまち 2,174 2,174 ひとにやさしいまちづくり条例の普及啓発等に要する経費

づくり推進事業費 1 普及啓発費等 357千円

2 「おもいやり駐車スペース」つぎつぎ事業費 1,817千円

9生 活 保 護 費 3,354,825 2,231,564 1,123,261 生活保護法に基づく保護等に要する経費

1 生活保護扶助費 3,311,822千円

2 保護施設分 18,283千円

3 中国残留邦人生活支援給付金 24,720千円

10生活困窮者自立支援 41,584 27,091 14,493 生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業等の実施に要する経費

事 業 費 1 自立相談支援事業費 21,149千円

2 住居確保給付金支給事業費 1,739千円



3 就労準備支援事業費 3,569千円

4 家計相談支援事業費 278千円

5 学習支援等事業費 14,817千円

6 就労訓練事業者認定事業費 32千円

〔医療政策課〕

11救 急 医 療 対 策 費 1,607,023 404,946 544,189 657,888 1 第一次救急医療対策費 683千円

(1)初期救急医療施設勤務医師研修事業費 494千円

(2)救急医療普及啓発事業費 189千円

2 第二次救急医療対策費 139,823千円

(1)病院群輪番制病院運営費補助金 131,400千円

・補助対象 宇都宮市外９市（広域含む）（10救急医療圏）

(2)救急救命士病院実習受入促進事業費 8,214千円

(3)塩谷地区救急医療対策事業費 209千円

3 第三次救急医療対策費等 1,181,847千円

(1)救命救急センター運営費補助金等 553,371千円

(2)救命救急センター設備整備資金貸付金 400,000千円

(3)ドクターヘリ運航事業費 228,476千円

4 小児救急医療対策費 164,473千円

5 救急医療施設等整備費 65,358千円

(1)病院群輪番制病院設備整備費補助金 27,650千円

・補助対象 宇都宮市（宇都宮記念病院）、日光市（森病院）、那須地

区（那須中央病院）

・補 助 率 2/3（国 1/3、県 1/3）

(2)救命救急センター設備整備費補助金 11,000千円

・補助対象 足利赤十字病院

・補 助 率 2/3（国 1/3、県 1/3）

(3)小児医療施設設備整備費補助金 5,631千円

・補助対象 済生会宇都宮病院、那須赤十字病院

・補 助 率 2/3（国 1/3、県 1/3）

(4)周産期医療施設設備整備費補助金 21,077千円

・補助対象 自治医科大学附属病院、獨協医科大学病院

・補 助 率 2/3（国 1/3、県 1/3）

6 救急医療情報システム整備費 33,849千円

7 救急医療対策推進費 740千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8 外国人医療対策費 846千円

9 災害医療対策費 5,400千円

10 災害拠点病院施設設備整備事業費 14,004千円

12メディカルコント 6,792 3,396 3,396 救急搬送時間の短縮や搬送困難事案割合の減少対策、メディカルコントロール

ロ ー ル 体 制 強 化 （ＭＣ）に従事する人材の育成に要する経費

事 業 費 1 救急医療体制整備・指導等事業費 4,395千円

（再 掲） 2 若手ＭＣ医師育成等事業費 2,397千円

13小児救急医療対策費 164,473 419 114,867 49,187 小児救急医療体制の充実・強化に要する経費

（再 掲） 1 小児休日・夜間急患センター等運営事業費補助金 48,272千円

・補助対象 市町村等

2 小児救急医療支援事業費補助金 101,052千円

・補助対象 市町村等

3 小児科診療医師研修事業費 494千円

4 小児救急電話相談事業費 13,815千円

5 小児救急啓発事業費 840千円

14災害拠点病院施設 14,004 6,291 7,713 獨協医科大学日光医療センターが行う災害拠点病院指定要件充足のための施設

設 備 整 備 事 業 費 ・設備整備に対する助成

（再 掲） 1 災害拠点病院施設整備事業費 1,422千円

2 災害拠点病院設備整備事業費 12,582千円

15とちぎ地域医療支援 528,776 528,776 とちぎ地域医療支援センターの事業に要する経費

セ ン タ ー 事 業 費 1 とちぎ地域医療支援センター運営事業費 2,068千円

2 医師確保支援事業費 262,088千円

3 医師確保対策事業費 264,620千円



16医師確保支援事業費 262,088 262,088 県内の公的病院等の医師確保対策に要する経費

（再 掲） 1 医学生修学資金貸付金 36,000千円

2 臨床研修合同説明会事業費 4,500千円

3 女性医師等就労支援事業費 22,280千円

4 寄附講座設置事業費 50,000千円

5 中高生を対象とした職業体験事業費 1,000千円

6 若手医師を対象とした研修支援事業費 3,000千円

7 初期臨床研修医を対象とした研修セミナー事業費 1,000千円

8 医師の無料職業紹介事業費 1,515千円

9 緊急医師確保対策費（自治医科大学地域枠確保負担分） 82,800千円

10 診療科新設・再開支援事業費 45,000千円

11 医療従事者保育支援調査・研究事業費 2,000千円

12 指導医養成支援事業費 8,000千円

13 女性医師研修支援プログラム策定事業費 3,000千円

14 女性医師支援普及啓発事業費 1,500千円

15 医療対策協議会事業費 493千円

17自治医科大学運営費 214,000 82,800 131,200 地域医療を担う医師を養成する自治医科大学の運営費に対する負担金

負 担 金 1 都道府県均等負担分 131,200千円

（一 部 再 掲） 2 地域枠確保負担分 82,800千円

18とちぎ安心医療基金 108,770 19,324 89,446 とちぎ安心医療基金を活用した、救急医療体制の充実に要する経費

事 業 費 1 基金活用事業費 103,646千円

（一 部 再 掲） (1)寄附講座設置事業費 50,000千円

(2)救急医療機関設備整備助成費 38,650千円

(3)ドクターヘリランデブーポイント整備助成費 9,807千円

・事業主体 市町村等

・補 助 率 県（基金） 2/3

(4)普及啓発事業費 189千円

(5)中高生を対象とした職業体験事業費 1,000千円

(6)若手医師を対象とした研修支援事業費 3,000千円

(7)初期臨床研修医を対象とした研修セミナー事業費 1,000千円

2 基金積立金 5,124千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

19周産期医療対策費 550,288 344,675 4,906 200,707 周産期医療体制の確保に要する経費

1 総合周産期母子医療センター運営費補助金 334,938千円

・補 助 対 象 自治医科大学附属病院、獨協医科大学病院

2 地域周産期医療機関運営費補助金 198,497千円

・補 助 対 象 地域周産期医療機関

・補助対象額 基準額と実収支差の少ない方の額

・補 助 率 国 1/3

3 新生児医療担当医確保事業費 4,906千円

4 周産期医療システム整備費 11,947千円

20医療施設耐震化臨時 658,763 658,763 医療施設耐震化臨時特例基金を活用した、災害拠点病院等の耐震化に対する助

特 例 基 金 事 業 費 成

・実施期間 平成21～25年度（25年度中の工事着手により期間延長可）

1 基金活用事業費 657,806千円

・補助対象 獨協医科大学病院、新小山市民病院

2 基金積立金 957千円

21公 的 医 療 機 関 等 7,352,800 7,352,800 1 施設整備資金貸付金 7,322,800千円

整 備 資 金 貸 付 金 ・融資対象 那須赤十字病院、佐野厚生総合病院、日光市民病院、栃木県

医師会塩原温泉病院、上都賀総合病院、新小山市民病院、と

ちぎメディカルセンター下都賀総合病院、石橋総合病院

2 設備整備資金貸付金 30,000千円

・融資対象 芳賀赤十字病院

22へき地医療対策費 83,250 50,669 32,581 1 へき地巡回診療費 2,339千円

・歯科巡回診療（３地区 24回）

2 へき地診療所運営費補助金 56,000千円

・補助対象 湯西川診療所（日光市）、小来川診療所（日光市）、奥日光

診療所（日光市）、三依診療所（日光市）、熊田診療所（那

須烏山市）（国 2/3、県 1/3）



3 へき地医療拠点病院運営費補助金 24,200千円

・補助対象 那須赤十字病院、芳賀赤十字病院、上都賀総合病院、那須南

病院、日光市民病院（国 1/2、県 1/2）

4 へき地患者輸送車運行費補助金 480千円

5 へき地医療支援機構運営事業費 231千円

23とちぎ子ども医療 696,000 696,000 とちぎ子ども医療センターの運営に対する助成

セ ン タ ー 事 業 費 1 自治医科大学とちぎ子ども医療センター 600,000千円

・病床数 137床（うち増床50床）

2 獨協医科大学とちぎ子ども医療センター 96,000千円

・病床数 77床（うち増床６床）

〔共 通〕

24地域医療介護総合 4,083,882 1,416,760 1,958,741 708,381 医療介護提供体制改革推進交付金等による基金の積立及び地域医療介護総合確

確 保 基 金 事 業 費 保基金を活用した、地域における高度急性期医療から在宅医療・介護までの総合

（一 部 再 掲） 的な確保に要する経費

・事業主体 県及び医療機関等

1 基金積立金 2,127,641千円

2 基金活用事業費（医療分） 1,325,986千円

(1)病床機能分化・連携促進事業費 278,880千円

ア医療連携促進ＩＣＴ基盤整備支援事業 16,880千円

イ地域包括ケア病棟等整備促進事業 62,000千円

ウ病床機能分化・連携促進設備整備支援事業 200,000千円

(2)在宅医療推進事業費 166,366千円

ア在宅療養支援診療所設備整備支援事業 5,000千円

イ訪問看護ステーション設備整備支援事業 33,000千円

ウ訪問看護ステーション経営サポート事業 1,927千円

エ在宅医療推進協議会開催事業 341千円

オ在宅医療推進支援センター事業 5,192千円

カ在宅医療連携拠点整備促進事業 100,000千円

キ在宅医療連携加速化事業 5,000千円

ク在宅医療地域連携体制構築事業 1,000千円

ケ認知症ケア医療介護連携体制構築事業 5,000千円

コ在宅歯科医療連携室整備事業 2,292千円

サ在宅歯科医療従事者研修事業 684千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

シ在宅歯科医療設備整備事業 1,167千円

ス薬剤師フィジカルアセスメント研修事業 3,161千円

セ医療保護入院者退院支援委員会連携体制整備事業

2,602千円

(3)医療従事者等確保・養成事業費 880,740千円

アとちぎ地域医療支援センター運営・医師確保支援事業

209,156千円

(ｱ)とちぎ地域医療支援センター運営等事業

126,883千円

(ｲ)女性医師等就労支援事業 22,280千円

(ｳ)診療科新設・再開支援事業 45,000千円

(ｴ)医療対策協議会事業 493千円

(ｵ)医療従事者保育支援調査・研究事業 2,000千円

(ｶ)指導医養成支援事業 8,000千円

(ｷ)女性医師研修支援プログラム策定事業 3,000千円

(ｸ)女性医師支援普及啓発事業 1,500千円

イ歯科衛生士再就職支援事業 1,016千円

ウ女性薬剤師復職支援事業 1,500千円

エ看護師等養成所運営費補助金 264,913千円

オ実習指導者講習会委託事業 3,347千円

カ実習指導者講習会（特定分野）委託事業 795千円

キ看護教員継続研修事業 930千円

ク病院内保育所運営費補助金 119,514千円

ケ新人看護職員応援研修事業 22,576千円

コ看護職員実務研修事業 860千円

サ訪問看護推進事業 510千円

シがん専門看護師養成事業 1,960千円

ス看護職員勤務改善施設整備事業 20,000千円

セ認定看護師養成事業 15,000千円

ソワークライフバランス推進サポート事業 2,627千円

タ再就業促進事業 21,157千円



チ医療勤務環境改善支援センター事業 5,540千円

ツ小児救急医療支援事業 101,052千円

テ小児救急電話相談事業 13,815千円

ト緊急分娩体制整備事業 69,566千円

ナ周産期医療対策事業 4,906千円

3 基金活用事業費（介護分） 630,255千円

(1)介護人材緊急確保対策事業費 34,132千円

ア介護人材参入促進事業 4,350千円

イ潜在的有資格者等再就業促進事業 2,889千円

ウ介護人材マッチング機能強化事業 13,978千円

エ介護人材キャリアパス支援事業 8,328千円

オ介護人材確保対策連携強化事業 1,110千円

カ介護人材育成指針策定事業 3,477千円

(2)地域包括ケアシステム構築推進事業費 18,123千円

ア地域支え合い体制づくり事業 15,498千円

イ地域包括ケアシステム業務担当者研修事業 1,009千円

ウ介護支援専門員医療的知識習得研修事業 1,616千円

(3)介護基盤整備等事業費 578,000千円

ア介護基盤整備等事業 375,800千円

イ開設準備経費助成事業 202,200千円

25地域医療再生基金 3,833,832 40,948 3,792,884 地域医療再生基金を活用した、地域における医療課題の解決に要する経費

事 業 費 ・事業主体 県及び医療機関等

（一 部 再 掲） ・実施期間 平成21～27年度

1 基金活用事業費 3,830,047千円

(1)医師確保対策事業費 264,620千円

ア医師養成事業（22年度定員増分） 110,000千円

・貸与対象 獨協医科大学に設置した地域枠入学者

・貸与人数 30人

イ医師養成事業（24年度定員増分） 45,000千円

・貸与対象 獨協医科大学に設置した地域枠入学者

・貸与人数 12人

ウ医師養成事業（25年度定員増分） 23,000千円

・貸与対象 獨協医科大学に設置した地域枠入学者
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

・貸与人数 ６人

エ産科医修学資金貸与事業 47,400千円

・貸与対象 産科医を目指す全ての医学生（４～６年生）

・貸与人数 17人

オ産科医キャリアプラン支援事業 400千円

・募集人数 ５人程度

カ医師派遣大学等協議会開催事業 130千円

キ勤務環境改善支援事業 38,690千円

(2)看護師等確保対策事業費 77,133千円

ア看護学生等支援事業 8,076千円

イ訪問看護推進事業 337千円

ウ助産師確保連絡協議会設置事業 136千円

エ助産師養成施設修業派遣支援事業 15,000千円

オ助産師再就業促進事業 1,565千円

カ看護師定着地域別就職ガイダンス事業 3,822千円

キ看バック！再就業応援プログラム事業 48,197千円

(3)医療提供体制整備事業費 576,173千円

ア二次医療機関診療機能強化支援事業 447,000千円

イ休日夜間急患センター医療従事者研修支援事業 494千円

ウドクターヘリ要員研修支援事業 1,343千円

エ運動環境整備支援事業 4,488千円

オ生活習慣病患者の医療連携推進事業 3,751千円

カ救命救急センター「ＩＣＵ」整備支援事業 56,000千円

キ重症心身障害児在宅医療支援事業 1,200千円

ク民間精神科病院の輪番制整備事業 61,897千円

(4)医療連携推進事業費 2,141,701千円

ア地域医療連携ネットワークシステム協議会等開催支援事業

5,000千円

イ要介護者の歯科保健推進事業 1,301千円

ウ在宅医療に係る医薬品供給・応需体制整備支援事業

1,100千円



エ在宅医療チーム等構築支援事業 4,000千円

オとちぎメディカルセンター整備支援事業 2,130,300千円

(5)地域医療に係る県民協働事業費 49,352千円

(6)在宅医療推進事業費 23,899千円

ア在宅医療におけるＩＴ利活用事業 15,750千円

イ入退院共通連携シート作成委員会開催事業 379千円

ウ在宅医療に関する研修会開催事業 5,170千円

エ訪問看護ステーション管理者研修会開催事業 400千円

オ薬剤師の在宅医療への取組推進ＰＲ事業 2,200千円

(7)災害時の医療提供体制整備事業費 697,169千円

ア新小山市民病院支援事業 424,000千円

・補助率 定額

イ広域搬送拠点臨時医療施設整備等事業 8,962千円

ウ医療施設の耐震化促進事業 175,995千円

エ病院群輪番制病院ヘリポート整備事業 88,212千円

2 基金積立金 3,785千円

26在宅医療推進事業費 257,532 633 256,265 634 地域における医療・福祉関係者等の連携ネットワークの構築等による在宅医療

（一 部 再 掲） の充実に要する経費

1 在宅医療基盤整備・機能強化等事業費 103,494千円

(1)在宅療養支援診療所設備整備支援事業費 5,000千円

(2)訪問看護ステーション設備整備支援事業費 33,000千円

(3)訪問看護ステーション経営サポート事業費 1,927千円

(4)訪問看護ステーション管理者研修会開催事業費 400千円

(5)地域包括ケア病棟等整備促進事業費 62,000千円

(6)在宅歯科医療設備整備事業費 1,167千円

2 在宅医療地域連携体制構築事業費 154,038千円

(1)在宅医療推進協議会開催事業費 341千円

(2)在宅医療チーム等構築支援事業費 4,000千円

(3)在宅医療推進支援センター事業費 5,192千円

(4)がん患者在宅医療体制構築事業費 1,267千円

(5)在宅医療におけるＩＴ利活用事業費 15,750千円

(6)入退院共通連携シート作成委員会開催事業費 379千円

(7)在宅医療に関する研修会開催事業費 5,170千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

(8)薬剤師の在宅医療への取組推進ＰＲ事業費 2,200千円

(9)在宅医療連携拠点整備促進事業費 100,000千円

(10)在宅医療連携加速化事業費 5,000千円

(11)在宅医療地域連携体制構築事業費 1,000千円

(12)認知症ケア医療介護連携体制構築事業費 5,000千円

(13)在宅歯科医療連携室整備事業費 2,292千円

(14)在宅歯科医療従事者研修事業費 684千円

(15)薬剤師フィジカルアセスメント研修事業費 3,161千円

(16)医療保護入院者退院支援委員会連携体制整備事業費 2,602千円

〔医療政策課〕

27看護職員等確保対策 545,042 1,104 509,189 34,749 1 看護師等養成対策事業費 335,697千円

事 業 費 (1)看護師等養成所運営費補助金 264,913千円

（一 部 再 掲） ・補助基準額 基準額×前年度県内定着率に応じた乗率（0.8～1.3）

(2)看護職員修学資金貸付金 65,712千円

(3)実習指導者講習会委託事業費 3,347千円

(4)実習指導者講習会（特定分野）委託事業費 795千円

(5)看護教員継続研修事業費 930千円

2 離職防止・資質向上対策事業費 188,188千円

(1)病院内保育所運営費補助金 119,514千円

・補 助 率 民間病院 2/3、公立・公的病院 1/3

(2)新人看護職員応援研修事業費 22,576千円

ア新人看護職員応援研修事業費 2,801千円

イ新人看護職員研修事業費補助金 19,775千円

(3)看護職員勤務改善施設整備事業費 20,000千円

(4)助産師出向支援導入事業費 1,104千円

(5)認定看護師養成事業費 15,000千円

(6)ワークライフバランス推進サポート事業費 2,627千円

(7)研修事業等 7,367千円

3 再就業促進対策事業費 21,157千円



28とちぎメディカル 4,356,292 418,792 3,130,300 807,200 1 地域医療再生基金事業費 2,130,300千円

センター整備助成費 2 国庫補助事業費（施設） 411,592千円

（一 部 再 掲） 3 国庫補助事業費（設備） 14,400千円

4 とちぎメディカルセンター整備事業費補助金 800,000千円

5 公的医療機関等整備資金貸付金 1,000,000千円

［事業概要］

・病 床 数 第１病院（仮称） 307床

第２病院（仮称） 250床

・総事業費 約 121.4億円

・供用開始 平成28年４月予定

29新小山市民病院整備 2,469,077 2,269,077 200,000 1 地域医療再生基金事業費 871,000千円

助 成 費 2 医療施設耐震化臨時特例基金事業費 398,077千円

（一 部 再 掲） 3 新小山市民病院整備事業費補助金 200,000千円

4 公的医療機関等整備資金貸付金 1,000,000千円

［事業概要］

・病 床 数 300床

・総事業費 約78.2億円

・供用開始 平成28年１月予定

30石橋総合病院整備 1,579,202 9,202 1,200,000 370,000 1 地域医療介護総合確保基金事業費 200,000千円

助 成 費 2 国庫補助事業費（施設） 9,202千円

（一 部 再 掲） 3 石橋総合病院整備事業費補助金 370,000千円

4 公的医療機関等整備資金貸付金 1,000,000千円

［事業概要］

・病 床 数 185床

・総事業費 約70.4億円

・供用開始 平成28年９月予定

31病院事業会計負担金 3,930,280 3,930,280 1 岡本台病院事業会計負担金 664,577千円

(1)収益的収支に対する負担金 522,905千円

(2)資本的収支に対する負担金 141,672千円

2 がんセンター事業会計負担金 2,203,034千円

(1)収益的収支に対する負担金 1,624,034千円

(2)資本的収支に対する負担金 579,000千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3 とちぎリハビリテーションセンター事業会計負担金 1,062,669千円

(1)収益的収支に対する負担金 814,053千円

(2)資本的収支に対する負担金 248,616千円

32がんセンター施設 7,804 7,804 がんセンター事業会計負担金 7,804千円

設 備 整 備 事 業 費 1 収益的収支に対する負担金 3,903千円

（再 掲） 2 資本的収支に対する負担金 3,901千円

<がんセンター事業会計における事業費> 666,804千円

集患力向上のための施設設備整備に要する経費

1 手術室増設等事業費 185,191千円

2 医療機器整備事業費 358,992千円

3 外来施設等再整備事業費 35,197千円

4 独法化関係システム整備事業費 87,424千円

〔高齢対策課〕

33介護保険推進事業費 19,916,884 10,117 71,730 19,835,037 介護保険制度の円滑な推進に要する経費

（一 部 再 掲） 1 介護給付費法定負担金 19,118,779千円

2 低所得者保険料軽減負担金 60,774千円

3 地域支援事業交付金 639,779千円

4 介護保険財政安定化基金積立金 15,381千円

5 低所得者等利用者負担対策費 9,723千円

6 介護保険制度推進事業費 15,679千円

(1)介護保険人材育成事業費 2,398千円

(2)介護サービス適正化推進事業費 7,013千円

(3)介護保険審査会設置運営費等 5,273千円

(4)国保連苦情処理業務助成費 995千円

7 介護予防市町村総合支援事業費 1,211千円

8 地域包括ケアシステム構築推進事業費 16,545千円

9 地域包括ケアシステム人材育成事業費 4,086千円

10 訪問看護ステーション支援事業費 34,927千円



(1)訪問看護ステーション経営サポート事業費 1,927千円

(2)訪問看護ステーション設備整備支援事業費 33,000千円

34認知症総合対策推進 28,987 8,509 5,000 15,478 認知症対策の推進等に要する経費

事 業 費 1 認知症対策推進事業費 11,363千円

（一 部 再 掲） (1)認知症疾患医療センター運営事業費 8,250千円

(2)認知症地域医療支援事業費 2,652千円

(3)認知症対策推進会議運営事業費 461千円

2 認知症介護研修事業費 7,795千円

3 認知症理解普及促進事業費 3,892千円

4 高齢者権利擁護等推進事業費 937千円

5 認知症ケア医療介護連携体制構築事業費 5,000千円

35老人保健福祉施設 275,400 275,000 400 老人保健福祉施設整備に対する助成

整 備 助 成 費 ・補助対象 特別養護老人ホーム（創設１箇所、増床30床）

・補 助 率 定額

36戦 後 7 0 年 記 念 等 3,820 3,820 栃木県遺族連合会が行う戦後70年記念事業への助成等

事 業 費 1 戦後70年記念事業助成費 1,800千円

2 栃木県南方方面戦没者追悼式事業費 2,020千円

37生涯現役応援事業費 17,641 21 17,620 高齢者の社会参加促進のための仕組みづくりに要する経費

1 とちぎ生涯現役シニア応援センター運営費 16,897千円

2 高齢者社会参加推進プラットホーム事業費 744千円

38はつらつシルバー 32,325 9,673 22,652 高齢者の生きがいづくりのための各種事業の実施に要する経費

支 援 事 業 費 1 明るい長寿社会づくり推進機構事業費補助金 1,137千円

2 はつらつとちぎ21推進事業費 31,188千円

(1)生きがい推進員運営事業費 247千円

(2)ねんりんピックとちぎ開催事業費 22,973千円

(3)全国健康福祉祭派遣事業費 7,968千円

39生きがい対策事業費 53,034 21,916 8,900 22,218 高齢者の生きがいづくり、社会活動への参加の促進に寄与する老人クラブ、シ

ルバー人材センターに対する助成等
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1 老人クラブ支援事業費 44,034千円

(1)老人クラブ助成事業費 35,282千円

(2)栃木県老人クラブ連合会活動推進事業費等 8,752千円

2 シルバー人材センター支援事業費 9,000千円

40軽費老人ホーム運営 318,042 318,042 軽費老人ホームの運営に対する助成

助 成 費 ・Ａ型 １箇所（定員 50人）

・ケアハウス 13箇所（定員 523人）

41療養病床転換助成費 25,000 9,259 11,111 4,630 医療療養病床を介護保険施設等に転換する際に必要となる建物改修等に対する

助成

・療養病床転換予定数 50床

・補助率 定額（国 10/27、医療保険者 12/27、県 5/27）

〔健康増進課・医療政

策課〕

42が ん 総 合 対 策 費 109,610 37,641 19,960 52,009 1 がん対策推進体制整備事業費 501千円

（一 部 再 掲） 2 地域がん登録事業費 18,861千円

3 がん検診従事者資質向上事業費 400千円

4 がん診療連携拠点病院整備事業費 71,000千円

・補助率 国指定：10/10（国 1/2、県 1/2）

県指定：1/2（県）

5 在宅療養支援環境整備事業費 621千円

6 がん患者在宅医療体制構築事業費 1,267千円

7 がん専門看護師養成事業費 1,960千円

8 認定看護師養成支援事業費 15,000千円

〔健康増進課〕

43生 活 習 慣 病 予 防 9,371 1,448 7,923 1 生活習慣病医療連携支援事業費 8,657千円

対 策 費 2 生活習慣病重症化防止啓発事業費 264千円

3 生活習慣病医療事業事務費 450千円



44健 康 長 寿 と ち ぎ 184,036 70,990 12,677 100,369 健康長寿とちぎづくりの推進に要する経費

づくり推進事業費 1 とちぎ健康21プラン（２期計画）推進事業費 2,485千円

（一 部 再 掲） 2 健康長寿とちぎづくり県民運動推進事業費 20,309千円

3 生活習慣病検診等対策事業費 119,789千円

4 次世代の健康づくり推進事業費 2,127千円

5 栄養改善対策費 15,032千円

6 栄養食生活改善環境整備費 6,918千円

7 健康づくりロード事業費 13,488千円

8 ロコモティブシンドローム予防事業費 836千円

9 喫煙対策事業費 3,052千円

45健 康 長 寿 と ち ぎ 20,309 4,592 4,710 11,007 健康長寿とちぎづくり県民運動の推進に要する経費

づくり県民運動推進 1 健康長寿とちぎづくり推進県民会議費 11,566千円

事 業 費 (1)幹事会開催費 32千円

（再 掲） (2)通常総会開催費 665千円

(3)健康長寿とちぎづくり推進大会開催費 3,073千円

(4)重点プロジェクト推進費 7,796千円

2 健康長寿とちぎづくり県民運動推進費 8,743千円

(1)健康長寿とちぎづくり応援企業・団体登録制度事業費

3,243千円

(2)健康長寿とちぎづくり広報・啓発事業費 5,500千円

46健康づくりロード 13,488 4,488 9,000 健康づくりロードの利用促進・普及啓発に要する経費

事 業 費 1 健康づくりロード案内板等設置事業費 9,000千円

（再 掲） (1)県実施事業 3,000千円

(2)市町村実施事業 6,000千円

2 健康づくりロードＰＲ事業費 4,488千円

47感 染 症 対 策 費 26,403 8,472 4,533 13,398 1 感染症対策協議会開催費 1,189千円

2 感染症発生動向調査事業費 13,237千円

3 動物由来感染症予防体制確立対策事業費 766千円

4 感染症患者対応費 7,430千円

5 予防接種センター事業費 2,788千円

6 感染症対策事業事務費 993千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

48新型インフルエンザ 73,755 28,133 45,622 1 実施体制整備費 3,321千円

対 策 推 進 事 業 費 (1)新型インフルエンザ等対策有識者会議運営費 163千円

(2)新型インフルエンザ等医療対策推進委員会運営費 487千円

(3)新型インフルエンザ等対策地域連絡協議会運営費 2,671千円

2 調査・情報収集関係費 5,304千円

(1)症候群サーベイランス費 4,416千円

(2)積極的疫学調査費 207千円

(3)感染性廃棄物処理費 681千円

3 情報提供・共有関係費 13,517千円

(1)電話相談センター設置運営費 8,701千円

(2)リスク・コミュニケーション推進費 4,816千円

4 予防・まん延防止対策費 5,146千円

(1)普及啓発推進費 4,821千円

(2)特定接種登録事業費 325千円

5 医療対策費 46,283千円

(1)帰国者・接触者外来機能強化促進事業費 10,787千円

・補助率 国 1/2、県 1/2

(2)入院協力医療機関機能強化促進事業費 19,127千円

・補助率 国 1/2、県 1/2

(3)患者等搬送費 2,300千円

(4)パンデミック対策費 13,086千円

(5)抗インフルエンザウイルス薬保管費 778千円

(6)抗インフルエンザウイルス薬流通費 205千円

6 社会対策費 184千円

49歯及び口腔の健康 2,090 1,301 789 「栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条例」に基づく歯及び口腔の健康づ

づくり推進事業費 くりの推進に要する経費

（一 部 再 掲） 1 基本計画推進事業費 289千円

2 生涯にわたる歯科保健・医療の推進事業費 1,301千円

3 成人歯科健診事業費 500千円



50肝 炎 対 策 事 業 費 295,261 147,627 147,634 肝炎の治療、検査等の対策に要する経費

1 肝炎治療支援事業費 282,351千円

(1)医療費助成費 278,309千円

(2)審査支払事務委託費等 4,042千円

2 肝炎ウイルス検査事業費 365千円

3 医療体制等推進費 12,545千円

(1)普及啓発費等 3,701千円

(2)肝疾患診療連携拠点病院事業費 8,625千円

(3)肝疾患コーディネーター養成事業費 219千円

51放射線による健康 850 850 放射線による健康影響に関するリスクコミュニケーションの実施等に要する経

影 響 関 連 事 業 費 費

1 シンポジウム開催費 221千円

2 研修会開催費 171千円

3 有識者会議開催費 458千円

〔健康増進課・障害福

祉課〕

52在宅難病患者等家族 52,389 11,314 9,449 31,626 在宅重症難病患者及びその家族の負担軽減に資する介助人の派遣、入院施設の

支 援 事 業 費 確保等に要する経費

1 難病患者在宅介護支援事業費 29,997千円

(1)一時入院支援事業費 15,737千円

(2)介助人派遣事業費 14,260千円

2 小児慢性特定疾病患者訪問看護事業費 561千円

3 重症難病患者入院施設確保事業費 12,382千円

4 療育センター費（レスパイトケア対応分） 9,449千円

〔障害福祉課〕

53障害者自立支援総合 6,923,347 115 6,923,232 市町村が障害者総合支援法に基づき実施する事業に対する助成等

推 進 事 業 費 1 障害福祉サービス費 6,537,624千円

(1)介護給付費、訓練等給付費 6,238,757千円

(2)療養介護医療費 51,621千円

(3)計画相談支援給付費 99,621千円

(4)地域相談支援給付費 385千円

(5)グループホーム等利用助成費 143,806千円

(6)障害福祉サービス措置費 3,434千円
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58

左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2 補装具費 92,012千円

3 市町村地域生活支援事業費 290,422千円

4 自立支援制度推進事業費 3,289千円

54障 害 者 相 談 支 援 61,620 19,303 90 42,227 地域生活を営む障害者の相談支援等に要する経費

事 業 費 1 障害者相談支援体制推進事業費 21,998千円

(1)障害者相談支援ネットワーク推進事業費 21,780千円

(2)相談支援専門員スキルアップ研修費 218千円

2 障害者更生相談所費等 27,319千円

3 発達障害者支援センター費 9,633千円

4 高次脳機能障害支援事業費 2,670千円

55障 害 者 就 労 支 援 41,695 19,903 21,792 障害者の就労促進及び工賃アップを図るための体制整備に要する経費

事 業 費 1 障害者就業・生活支援センター費 39,294千円

2 障害者工賃アップ推進事業費 512千円

(1)商品力強化セミナー開催費 424千円

(2)ナイスハートニュース発信事業費 88千円

3 一般就労移行スキルアップ事業費 1,889千円

56障害者スポーツ・ 37,102 10,192 5,568 21,342 障害者の社会参加を促進するためのスポーツの振興及び文化活動への参加促進

文 化 振 興 費 (5,568) (5,568) に要する経費

1 第11回栃木県障害者スポーツ大会開催事業費 10,668千円

2 障害者スポーツ指導員養成事業費 1,436千円

3 第15回全国障害者スポーツ大会派遣事業費 14,849千円

4 障害者スポーツ選手等育成・強化事業費 2,561千円

5 障害者スポーツコアリーダー育成事業費 (5,568千円)

6 障害者スポーツ国際大会支援事業費 20千円

7 栃木県障害者文化祭開催事業費 2,000千円

（予算額の括弧書きは緊急雇用分で内数）



57障害者スポーツ拠点 536,542 402,000 134,000 542 障害者スポーツ拠点施設の整備に要する経費

施 設 整 備 事 業 費 1 建築工事 526,431千円

・継続費 平成27～28年度 総額 752,041千円

2 外構設計等 10,111千円

［事業概要］

・整備場所 宇都宮市若草

・規 模 ＲＣ２Ｆ 延床面積 2,261㎡

・総事業費 約 9.2億円

・供用開始 平成28年夏

58子ども若者・ひきこ 23,923 10,237 13,686 子ども若者・ひきこもり総合相談センターの運営等に要する経費

もり対策推進事業費 1 センター運営費 4,064千円

2 相談支援等事業費 19,859千円

59障害者社会参加促進 114,200 47,719 6,306 60,175 在宅の障害者の社会参加を促進するための各種助成に要する経費

事 業 費 1 障害者社会参加総合推進事業費 36,733千円

2 視聴覚障害者情報提供施設運営費等 77,467千円

60障害者虐待防止推進 4,113 665 12 3,436 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に要する経費

事 業 費 1 障害者権利擁護センター運営事業費 2,783千円

2 障害者虐待防止体制整備事業費 1,330千円

61障害者差別解消推進 976 488 488 障害者差別解消法の施行に向けた取組に要する経費

事 業 費 1 啓発資料作成費 659千円

2 シンポジウム開催費 317千円

62障害者福祉施設整備 67,313 44,875 17,000 5,438 障害者福祉施設の整備に対する助成

助 成 費 ・補助率 3/4（国 1/2、県 1/4）

1 グループホーム（改修５箇所） 37,500千円

2 スプリンクラー等（整備５箇所） 29,813千円

63児 童 施 設 措 置 費 1,001,809 320,126 2,750 678,933 障害児施設支援等に要する経費

1 措置費（委託料） 284,391千円

2 給付費（扶助費、負担金） 561,356千円

3 措置医療費（扶助費） 51,361千円
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60

左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4 施設医療費（扶助費、負担金） 104,321千円

5 審査支払委託事務費 380千円

64精 神 科 救 急 医 療 167,949 48,535 31,043 88,371 1 精神科緊急医療等事業費 52,833千円

対 策 費 (1)移送費 16,096千円

（一 部 再 掲） (2)措置審査診察輪番運営費 15,054千円

(3)精神障害者救急医療確保対策事業費 13,500千円

(4)診察判定費等 8,183千円

2 精神科救急医療施設確保対策事業費 86,536千円

(1)民間精神科病院の輪番制整備事業費 61,897千円

(2)身体合併症患者受入体制整備事業費 24,639千円

3 精神科救急情報センター事業費 6,963千円

4 緊急措置業務支援事業費 21,617千円

65自 殺 対 策 事 業 費 44,062 38,339 59 5,664 1 自殺対策費 3,983千円

(1)自殺対策連絡協議会運営費 340千円

(2)自殺対策推進事業費 3,643千円

・指導者育成、こころのダイヤル事業等

2 地域自殺対策強化事業費 40,020千円

(1)県事業費 21,020千円

・若年層対策、相談支援事業等

(2)市町村事業費 19,000千円

3 地域自殺対策緊急強化基金積立金 59千円

66てんかん地域診療 3,080 1,540 1,540 てんかんの地域診療体制の整備に要する経費

連携体制整備事業費 1 専門医療相談事業費 2,009千円

2 かかりつけ医等対象研修開催費 408千円

3 てんかん診療連携推進協議会開催費 16千円

4 普及啓発事業費 98千円

5 連携機能強化費 549千円



〔こども政策課〕

67里親総合支援事業費 9,419 4,707 29 4,683 里親制度の総合的な推進等に要する経費

1 里親研修事業費 546千円

2 専門里親研修事業費 333千円

3 里親フォローアップ事業費 7,807千円

4 里親登録推進事業費 100千円

5 里親委託促進事業費 633千円

68子育て環境づくり 2,484 2,484 1 子ども・子育て審議会運営費 1,415千円

推 進 費 2 普及啓発事業費 1,069千円

(1)「子育てにやさしい事業所」顕彰事業費 304千円

(2)「父子手帳」作成費 765千円

69とちぎ未来クラブ 16,572 16,572 1 とちぎ出会いサポート事業費 4,641千円

事 業 費 (1)「出会いの場」創出事業費 2,500千円

(2)結婚サポーター事業費 2,141千円

2 とちぎ子育て家族応援事業費 1,195千円

3 情報発信事業費 1,818千円

4 未来クラブ本部事業費 8,918千円

70安 心 こ ど も 基 金 1,360,057 1,350,950 9,107 安心こども基金を活用した、子育て支援の体制整備等に要する経費

事 業 費 ・事業主体 県及び市町村

・実施期間 平成21～27年度

1 基金活用事業費 1,357,499千円

(1)保育サービス充実事業費等（厚生労働省関係） 833,744千円

・保育所整備事業等

(2)保育サービス充実事業費（文部科学省関係） 523,755千円

・認定こども園整備事業等

2 基金積立金 2,558千円

71子ども・子育て支援 18,612,948 11,159,673 7,453,275 平成27年４月から施行される子ども・子育て支援新制度の推進に要する経費

事 業 費 ・事業主体 市町村

1 施設型給付事業費 13,842,564千円

(1)１号認定分 1,980,785千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

(2)２号、３号認定分 9,662,396千円

(3)「質の改善」等分 2,199,383千円

2 地域型保育事業費 697,721千円

(1)地域型保育給付事業費 460,115千円

(2)「質の改善」分 198,000千円

(3)保育緊急確保事業からの移行分 39,606千円

3 地域子ども・子育て支援事業費 4,072,663千円

(1)利用者支援事業費 204,800千円

(2)延長保育事業費 839,531千円

(3)実費徴収分補足給付事業費 3,200千円

(4)参入促進事業費 10,667千円

(5)放課後児童健全育成事業費 1,798,198千円

(6)子育て短期支援事業費 1,917千円

(7)乳児家庭全戸訪問事業費 49,371千円

(8)養育支援訪問・地域支援ネットワーク事業費 34,633千円

(9)地域子育て支援拠点事業費 424,807千円

(10)一時預かり事業費 297,020千円

(11)病児保育事業費 359,878千円

(12)ファミリー・サポート・センター事業費 33,041千円

(13)子育て支援員研修事業費 15,600千円

72地域少子化対策強化 59,000 59,000 結婚、妊娠・出産、子育ての一貫した切れ目のない支援に要する経費

事 業 費 ・事業主体 県及び市町村

1 啓発事業費 456千円

2 情報提供事業費 12,502千円

3 地域環境整備費 27,042千円

4 市町村支援事業費 19,000千円

73児 童 保 護 措 置 費 3,391,491 1,660,834 28,625 1,702,032 児童の児童養護施設等への入所措置等に要する経費

1 児童養護施設 2,122,327千円

2 乳児院 646,000千円



3 里親 204,112千円

4 母子生活支援施設 55,910千円

5 情緒障害児短期治療施設 157,102千円

6 自立援助ホーム 77,638千円

7 一時保護所等 128,402千円

74児 童 扶 養 手 当 費 885,545 295,181 2,000 588,364 児童扶養手当の支給に要する経費

・負担割合 国 1/3、県 2/3

75児 童 手 当 費 5,128,781 5,128,781 児童手当の支給に要する経費

・支給期間 ０歳から中学校修了まで

76ひとり親家庭対策 41,314 20,126 82 21,106 母子・父子家庭等の生活の安定及び向上に要する経費

事 業 費 1 母子・父子自立支援員設置事業費 12,860千円

2 母子家庭等日常生活支援事業費 1,806千円

3 母子家庭自立支援給付金事業費等 26,648千円

77こども・妊産婦医療 2,798,295 2,798,295 市町村が実施するこども・妊産婦医療費助成事業に対する助成

対 策 費 ・補助率 1/2

1 こども医療費補助金 2,539,873千円

・助成対象児童 小学校６年生まで

・助 成 方 法 未就学児は現物給付方式

就学児から小学校６年生までは償還払方式

・自 己 負 担 未就学児はなし

就学児から小学校６年生までは月 500円／１レセプト

2 妊産婦医療費補助金 258,422千円

・助 成 方 法 償還払方式

・自 己 負 担 月 500円／１レセプト

78不 妊 対 策 推 進 費 239,433 146,463 92,970 不妊に関する情報提供・相談、特定不妊治療の助成等に要する経費

1 不妊専門相談センター管理運営事業費 3,213千円

2 すこやか妊娠サポート事業費 477千円

3 不妊に悩む方への特定治療支援事業費 235,743千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

79子どもの心の相談 2,959 228 2,731 子どもの心の相談支援体制の強化に要する経費

支援体制強化事業費 1 相談窓口設置費 1,728千円

2 連携会議開催費 775千円

3 従事者研修事業費 456千円

80母子保健診査検査費 60,436 60,436 1 先天性代謝異常等検査費 53,099千円

2 先天性代謝異常等検査精度管理費等 949千円

3 就学時心臓検診充実強化事業補助金 6,388千円

81特 別 保 育 事 業 等 244,623 2,229 242,394 市町村が実施する特別保育事業等に対する助成

推 進 費 1 保育対策等促進事業費補助金 1,570千円

(1)認可外保育施設の衛生・安全対策事業費 236千円

(2)環境改善事業費 1,334千円

2 栃木県特別保育事業費（県単） 197,505千円

・１歳児保育担当保育士増員費

3 民間育児サービス対策事業費（県単） 16,104千円

4 食物アレルギー対策事業費（県単） 27,500千円

(1)食物アレルギー対応給食提供事業費 27,000千円

(2)食物アレルギー対策研修事業費 500千円

5 病児・病後児保育施設施設整備事業費 1,444千円

6 幼保連携型認定こども園研修事業費 500千円

82第３子以降保育料 279,566 279,566 保育所及び認定こども園等入所児童のうち第３子以降の３歳未満児の保育料を

免 除 事 業 費 免除する市町村に対する助成

・補助基準額 市町村保育料

・補 助 率 1/2

83入所児童自立援助費 65,650 24,561 7,600 33,489 児童福祉施設入所児童等の自立援助に要する経費

1 身元保証人確保対策事業費 194千円

2 自立応援奨学金事業費 4,600千円



3 退所児童等社会的自立支援事業費 14,291千円

(1)児童養護施設・自立援助ホーム等協働援助事業費 6,941千円

(2)退所児童等アフターケア事業費 7,350千円

4 退所児童等就労支援事業費 5,610千円

5 児童養護施設等職員研修事業費 9,835千円

6 情緒障害児短期治療施設処遇力向上事業費 5,000千円

7 児童家庭支援センター設置運営事業費 26,120千円

84児童家庭支援セン 26,120 13,060 13,060 児童家庭支援センターの設置、運営に要する経費

ター設置運営事業費 ・事業内容 児童福祉に関する専門的な相談への対応、市町村に対する技術

（再 掲） 的な助言・援助、児童相談所からの指導措置の受託等

・補 助 率 国 1/2、県 1/2

・設置箇所 ２箇所

85児童福祉施設整備 191,033 112,071 63,000 15,962 児童福祉施設等の整備に対する助成

助 成 費 1 放課後児童クラブ（創設５箇所、拡張等３箇所） 91,704千円

・補助率 2/3（国 1/3、県 1/3）

2 乳児院（移転整備１箇所、大規模修繕１箇所） 99,329千円

・補助率 3/4（国 1/2、県 1/4）

86児童虐待防止対策 43,560 7,610 95 35,855 児童虐待を防止し、児童の権利を守るとともに、児童及び家庭の福祉の向上を

事 業 費 図るための経費

1 連携強化事業費 638千円

2 被虐待児フォローアップ事業費 380千円

3 こども相談員配置費 7,491千円

4 スーパーバイズ機能強化事業費 490千円

5 ３６５日相談体制整備事業費 9,582千円

6 虐待ホットライン整備事業費 3,094千円

7 家族支援事業費 1,534千円

8 相談機能強化事業費 1,308千円

9 安全確認のための体制強化事業費 7,127千円

10 要支援児童放課後応援事業費 11,916千円
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事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

87児童虐待世代間連鎖 27,361 7,722 19,639 児童虐待の世代間連鎖防止のための取組に要する経費

防 止 事 業 費 1 要支援児童放課後応援事業費 11,916千円

（再 掲） 2 退所児童等就労支援事業費 5,610千円

3 児童養護施設等職員研修事業費 9,835千円

88児童相談所整備費 25,049 18,000 7,049 県南児童相談所の整備に要する経費

1 地質調査 1,602千円

2 設計委託 23,447千円

［事業概要］

・整備場所 栃木市沼和田町

・規 模 延床面積 約 850㎡

・総事業費 約 3.4億円

〔生活衛生課〕

89食品安全推進事業費 2,218 2,218 食品の安全に関する情報提供、意見交換等に要する経費

1 とちぎ食の安全・安心推進会議運営費 396千円

2 食品安全意見交換会事業費 283千円

3 食品安全理解促進事業費 351千円

4 食の安全基本計画啓発費 1,188千円

〔薬務課〕

90後発医薬品安心使用 3,388 3,388 後発医薬品の安心使用促進のための協議会開催や普及啓発等に要する経費

促 進 事 業 費 1 県協議会費 393千円

2 地域協議会費 866千円

3 後発医薬品病院採用リスト等作成費 83千円

4 後発医薬品モニター薬局等調査費 106千円

5 後発医薬品患者向けリーフレット作成費 1,940千円

91健康情報拠点薬局 5,301 5,301 薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点づくりの推進に要する経費

推 進 事 業 費 1 禁煙サポートスキルアップ研修会事業費 597千円

2 自殺危機初期介入スキルアップワークショップ事業費 974千円

3 電子お薬手帳整備事業費 3,730千円



92薬 物 依 存 症 対 策 4,047 1,900 246 1,901 薬物依存症からの回復に向けた支援に要する経費

事 業 費 1 薬物依存症対策推進委員会設置費 115千円

2 再乱用防止教育事業費 3,273千円

3 家族会事業費 413千円

4 相談窓口事業費 146千円

5 経過観察指導事業費 100千円

〔国保医療課〕

93国民健康保険助成費 18,820,789 18,820,789 国民健康保険事業の円滑な推進に要する経費

1 国民健康保険保険基盤安定負担金 6,482,701千円

2 高額医療費共同事業負担金 1,258,007千円

3 特定健康診査等負担金 439,028千円

4 国民健康保険調整交付金 10,641,053千円

94後期高齢者医療制度 18,992,331 82,822 5,335,689 13,573,820 後期高齢者医療制度の円滑な推進に要する経費

関 係 経 費 1 後期高齢者医療保険基盤安定制度県費負担金 2,933,684千円

2 後期高齢者医療県費負担金 15,157,204千円

3 高額医療費県費負担金 649,240千円

4 後期高齢者医療審査会費 195千円

5 後期高齢者医療財政安定化基金積立金 252,008千円

〔共 通〕

95医療費公費負担制度 26,849,850 3,119,598 5,249,445 18,480,807 1 小児慢性特定疾病医療費 469,931千円

（一 部 再 掲） 2 指定難病等医療費 2,715,662千円

3 結核医療費 43,220千円

4 肝炎対策医療費 278,309千円

5 高齢者医療費 15,806,444千円

6 精神保健医療費 253,291千円

7 自立支援医療費 3,015,413千円

(1)育成医療費 26,492千円

(2)更生医療費 595,775千円

(3)精神通院医療費 2,393,146千円
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国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8 重度心身障害者医療費 1,239,061千円

9 こども・妊産婦医療費 2,712,727千円

10 ひとり親家庭医療費 283,730千円

11 その他 32,062千円


